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令和８年４月２７日

青梅市長 大勢待 利明 様

青梅市行財政改革推進委員会

委員長 菊 池 一 夫

青梅市の行財政改革に関する意見交換結果報告書の提出

について

少子高齢化に伴う人口減少が進行する中、青梅市では産業振興や

地域活動の持続可能性に大きな課題が生じています。

これに加え、デジタル技術の急速な進展と普及が、市の行財政運

営および市民生活にも多大な影響を与えており、行政サービスの質

をどのように向上させるかが一層重要なテーマとなっています。

このような状況下では、従来の方法を維持するだけでは課題への

対応は困難であり、人口減少社会およびデジタル社会の両方を見越

した新たな視点に立った行財政運営が求められております。

青梅市行財政改革推進委員会では、この社会的課題を踏まえ、青

梅市の今後の行財政運営について、市民の視点から「どのような施

策が必要か」、「具体的にどの方向へ進むべきか」について意見交換

を実施しました。

令 和 ７ 年 度 に 行 っ た 意 見 交 換 で は 、「 人 口 減 少 が 進 む 中 で の 産 業

振興と地域活動のあり方について」をテーマとし、具体的な取組に

ついて集中的に議論し、その内容を本報告書にまとめましたので、

提出いたします。

課題解決を進めるためには、猶予期限を定めて段階的に新しい仕

組みへ切り替える必要があります。今後の青梅市の行財政運営にお

いて、本報告書を参考としていただくことを期待します。

以 上
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１．意見交換会の実施について

青梅市行財政改革推進委員会では、令和７年度に開催した委員

会において、以下のとおり意見交換を実施した。

２．意見交換の内容について

計３回の意見交換において、市が行っている「産業振興」と「地

域活動」に関する取組等に対し、出席委員から、さまざまな視点に

よる意見が出された。

報告書をまとめるに当たり、関連する意見について、以下のとお

りそれぞれの項目別に集約した。

(1) 産 業 振 興 に 関 す る 取 組

ア 外 向 き の 産 業 Ｐ Ｒと認知度向上の推進

市内産業の魅力を 、広く全国に向けて積極的に発信する必

要があるため、以下 の取組を提言する。

(ア ) メディアや YouTube などのデジタルプラットフォーム ※ 1を

活用した情報発信体制の構築

開催日 内 容

令 和 ７ 年 １ ０ 月 １ 日 青梅市の行政改革に関する意見交換

（第１回）

・資料説明およびテーマ決め

・テーマ：「人口減少が進む中での産

業振興と地域活動のあり方について」

令和７年１２月１７日 青梅市の行政改革に関する意見交換

（第２回）

・産業振興と地域活動の現状および課

題について

令 和 ８ 年 ２ 月 ２ ５ 日 青梅市の行政改革に関する意見交換

（第３回）

・人口減少が進む中での産業振興と地

域活動のあるべき理想像や、具体的な

取組等について
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外 部 か ら の 評 価 を 通 じ て 、 市 民 自 身 が 青 梅 の 良 さ を 再

認識できる効果も期待できる。

(イ ) 展 示 会や EXPO※ 2 等への共同出展支援の強化

特 に Ｂ toＢ ※ 3 企 業 が 多 い 青 梅 市 の 特 性 を 踏 ま え 、 企 業

間マッチングの場を創出することが重要である。

(ウ ) Ｊ Ｒ 等 の 交 通 事 業 者 と の 連 携 に よ る 観 光 と 産 業 Ｐ Ｒ の

融合

観 光 コ ン テ ン ツ の 中 に 企 業 見 学 や 産 業 体 験 を 組 み 込 む

ことで、相乗効果を生み出す。

(エ ) 親 子 で楽 し める 工場 見学 ツ アー の企画支援

子 育 て 世 代 の 関 心 を 引 き つ け 、 将 来 的 な 人 材 確 保 や 移

住促進にもつながる。

イ 企業誘致と産業用地確保の戦略的推進

企業誘致を加速するため、以下の取組を提言する。

(ア ) 市 有 地、都有 地 、国 有地 の 活用 可能性の徹底的な調査と

戦略的活用

必 要 に 応 じ て 市 が 土 地 を 取 得 し 、 レ ン タ ル 方 式 で 企 業

に提供する仕組みを検討する。

(イ ) 企 業 誘致 の 成功 事例 の積 極 的な ＰＲ

平 成 24 年 以 降 の８ 事業 所 の誘 致実 績を 効 果的に発信し、

青梅市の投資環境の良さをアピールする。

(ウ ) 子 育 て支 援 シス テム の充 実 と併 せたＰＲ

柏 市 が 実 施 す る 駅 前 送 迎 保 育 の よ う な 先 進 事 例 を 参 考

に、働きやすい環 境を整備し、企業と人材の両面から選ば

れる自治体を目指す。

ウ 事業者支援施策の可視化と活用促進

既存の支援施策を より使いやすくするため、以下の取組を

提言する。

(ア ) 補 助 金情 報 の「 頭出 し」 の 工夫

青 梅 市 が 実 施 す る 補 助 制 度 の 具 体 的 な 活 用 事 例 を 示 し、
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どのようなケースで使えるかを分かりやすく周知する。

(イ ) ウ ェ ビナ ー ※ 4 開催や集客・告知に対する支援の強化

情 報 発 信 に 苦 労 す る 市 内 事 業 者 を 支 援 す る 体 制 を 整 え

る。

(ウ ) 商 工 会議 所 任せ にし ない 積 極的 な「旗振り役」の関与

市 か ら の 情 報 発 信 な ど の バ ッ ク ア ッ プ は 、 企 業 に と っ

て 強 力 な 後 押 し に な る こ と か ら 、 商 工 会 議 所 と 連 携 し つ

つも、積極的に関与することが重要。

エ 地域経済循環 ※ 5 の 強化

外 貨獲 得 と域 内循 環の 両 立を 図る た め、 以下 の取 組を 提 言

する。

(ア ) 地 域 通貨 ※ 6 の導入検討

青梅市内の新たな経済循環の仕組みを導入し、「地産地

消」を促す。

ただし、消費する場所が少ないと利用されないため、幅

広く利用か所を用意する必要がある。また、観光客等、市

外 か ら の 来 訪 者 に 対 し て も 利 用 を 促 し 、 市 内 で 消 費 し て

もらう仕組みの構築も必要。

(イ ) 観 光 ＤＸ ※ 7 の推進

デ ジ タ ル 技 術 を 活 用 し た 観 光 情 報 の 発 信 や 、 観 光 施

設・イベント・飲食店などの予約システムの整備により、

市外からの誘客を促進する。

(ウ ) ス マ ート 物 流 ※ 8 の導入検討

物 流 の 効 率 化 を 図 る こ と で 、 市 内 企 業 の 競 争 力 を 高 め

る。

（エ）あらゆる産業の地産地消の推進

建設・サービス・医療・商業など、業種業態に係わらず、

民間企業が対応できる、あらゆる産業の地産地消を推進

していく。

オ ユニークな発信と組織体制の構築
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他にはない取組を 行うことで、青梅市に対する注目を集め

るため、以下の取組 を提言する。

(ア ) 思 い 切っ た ネー ミン グの 部 署の 設置

例 え ば「稼ぐまち推進課」、「未来投資戦略室」など、市

の本気度を示す組織名称の部署を設置する。

(イ ) Ｓ Ｎ Ｓ ※ 9 での目立つ発信戦略

青 梅 市 な ら で は の 個 性 を 打 ち 出 す 情 報 発 信 を 行 う こ と

で、他自治体との 差別化を図り、市の認知度を向上させる。

(2) 地 域 活 動 に 関 す る 取 組

ア 自 治 会 の デ ジ タ ル化支援

自治会の負担軽減 と若い世代の参加促進のため、以下を提

言する。

(ア ) デ ジ タル 回 覧板 ※ 1 0・キャッシュレス決済 ※ 1 1 の導入支援

希 望 す る 世 帯 か ら 段 階 的 に 導 入 し 、 従 来 の 方 法 と の 併

用を認める柔軟な仕組みを構築する。

(イ ) 自 治 会 LINE グ ル ープ やデ ジ タル 回覧 板 の立 ち上 げ支援

市 が 標 準 的 な テ ン プ レ ー ト や マ ニ ュ ア ル を 提 供 し 、 各

地区のデジタルに詳しい方の協力を得て展開する。

(ウ ) 自 治 会と 事 業者 のマ ッチ ン グ支 援

横 浜 市が実施する「自治会町内会ＤＸ応援事業」を参考

に、市が橋渡し役 となり、自治会が専門的な支援を受けら

れる仕組みを構築する。

(エ ) 高 齢 者 向 け の デ ジ タ ル コ ン テ ン ツ ※ 1 2 開 発 と サ ポ ー ト

体制の整備

市民センター等で行政職員や地域のサポーターが支援

する体制を整える。

重要な点として、デジタル化はあくまで選択肢の一つ

であり、従来の対面での交流も尊重するバランスの取れ

たアプローチが必要である。

(オ ) 期 限 を定 め てデ ジタ ル化 を 推進

デ ジタ ル化への移行期日を定めて、利用促進を進める
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ことで、全体での改善や効率化を進め、全員参加で個々

の時間の節約を図り、節約された時間をコミュニティ醸

成などへの再転換を進める。

イ 「義務から参加へ」の意識転換

自治会活動を義務 ではなく、参加したいと思える魅力的な

ものにするため、以 下の取組を提言する。

(ア ) 多 世 代が 話 し合 える 場の 創 設

世 代 によ って異なるニーズを把握し、出たいと思う人

が参加できる行事を企画する。

(イ ) こ ど もを タ ーゲ ット とし た イベ ントの充実

西 多 摩 ド ロ ー ン 協 会 が 地 域 で 開 催 す る 「 ド ロ ー ン 体 験

会」のように、開催するイベントにこどもを呼ぶことで、

そ の 親 や 家 族 も 集 ま る 効 果 を 活 用 す る 。 防 災 教 育 と 組 み

合わせるなど、楽しみながら学べる機会を提供する。

(ウ ) イ ベ ント 開 催日 の柔 軟化

日 曜 日 だ け で な く 土 曜 日 の 開 催 も 増 や す な ど 、 多 様 な

ライフスタイルに対応する。

(エ ) 高 齢 者の 特 別会 員制 度の 充 実

負 担 を 軽 減 し な が ら も 、 高 齢 者 の 経 験 や 知 恵 を 活 か せ

る仕組みを整える。

ウ 若い世代のニーズ把握と参加促進

若い世代の自治会離れに対応するため、以下の取組を提言

する。

(ア ) 若 者 世代 へ のア ンケ ート 調 査や ヒアリングの実施

自治会に対する率直な意見やニーズを把握し、施策に

反映する。

(イ ) 自 治 会加 入 のメ リッ トの 明 確化 と発信

災 害時の助け合い、地域情報の入手、子育て世代のネ

ットワーク形成など、具体的なメリットを分かりやすく

伝える。
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(ウ ) 実 用 的で 参 加し やす い企 画 の支 援

防 災 食を活用した交流イベントの開催など、実用的か

つ参加してみたいと思わせるアイデアを、地域に住むさ

まざまな世代からすくい上げる仕組みを整える。

エ 地域アンバサダー ※ 1 3 制度の創設

青梅市への愛着を 育み、ゆるいつながりを維持するため、

以下の取組を提言す る。

(ア ) 青 梅 市の 魅 力を 発信 する 地 域ア ンバサダー制度の創設

市 外 に 転 出 し た 人 や 、 市 内 在 住 で も 地 域 外 で 活 動 す る

人が、青梅市とのつながりを保てる仕組みを構築する。

Ｓ Ｎ Ｓ 等 で の 情 報 発 信 を 通 じ 、 青 梅 市 の 魅 力 を 広 く 伝

え る 役 割 を 担 っ て も ら い 、 転 出 者 で あ っ て も 青 梅 市 を 思

い出せるような、継続的な関係性を築く。

オ 市民センターの活性化と複合化の推進

青梅市の貴重な地 域資源である市民センターを活かすため、

以下の取組を提言す る。

(ア ) 地 域 活動 の 拠点 とす る市 民 セン ターの再活性化

青 梅 市 自 治 会 連 合 会 の 支 会 活 動 を 活 性 化 し 、 支 会 同 士

が刺激し合える環境を整える。

(イ ) 公 共 施設 の 複合 化に おけ る 民間 運営の導入検討

将 来 予 定 さ れ る 公 共 施 設 の 複 合 化 を 行 う に 当 た っ て は、

民 間 の 活 力 を 取 り 入 れ る こ と に よ り 、 効 率 的 な 運 営 と 多

様なサービスの提供を両立させる。

(ウ ) 高 齢 者の デ ジタ ルサ ポー ト 拠点 の整備

市 民セ ン ター に 行政 職 員 や地 域 のサ ポー タ ーが 常 駐 し、

気軽に相談できる環境を整備する。
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３．まとめ

人口減少や少子高齢化に伴う、産業振興の停滞や地域コミュニ

ティの希薄化という課題は、青梅市だけでなく全国の地方都市が

直面している共通の課題である。基盤産業も時代と共に移り変わ

り変化をしてきている。そのような変化に対応した未来を見据え

ることも重要である。そして、課題は同時に変革のチャンスでも

ある。

青梅市には、豊かな自然環境、優れた技術を持つ企業、地域を

支える市民センターや自治会組織など、多くの強みがある。

これらの強みを活かしながら、デジタル技術を積極的に取り入

れ 、「行政主導から自走する地域へ」と転換していくことが、持続

可能な青梅市の未来を切り拓く鍵になると考える。

当委員会は、本提言が、青梅市のさらなる発展の一助となるこ

とを切に願うとともに、本提言の趣旨を御理解いただき、積極果

敢な市政運営の中で具体化していただくことを期待する。

また、青梅市を発展させるためには、市民、事業者、地域団体

など 、多くの関係者の理解と協力が不可欠であることから、今後

も市民等との対話を重ねながら、共に未来を創る取組を進めてい

ただくことを強く要望する。
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用語解説

1.【 デ ジ タル プ ラッ トフ ォー ム 】

イ ンタ ー ネット上で情報やサービスが共有できる基盤を指す。

YouTube や SNS な ど が 含 まれ る概 念 。

2.【 Ｅ Ｘ ＰＯ 】

国 際的 な展 示 会や 博覧 会を指す。企業や団体が新技術や製品を

公開し、国際交流や商取引の促進が目的の場である。

3.【 Ｂ toＢ 】

「 Business to Business」 の 略 。 企業 同士 が取 引 を行 うビ ジネ

ス形態で、製品やサービ スの提供が企業間で行われる場合を指す。

4.【 ウ ェ ビナ ー 】

「 Web」と「セ ミナ ー」を組 み 合わ せた 言 葉。インターネット上

で開催されるセミナーを指し、参加者はどこからでも視聴が可能。

5.【 地 域 経済 循 環】

地 域で 得ら れ たお 金（ 経済的な利益）を地域内で使い続ける仕

組みを指す。外部からのお金を取り込む一方、地域内での消費や

取引が増えることで経済的な効果を最大化することを目指す。

6.【 地 域 通貨 】

特 定の 地域 内 で使 える お金の代わりとなるもの。地元の企業や

店舗で使うことができ、地域の活性化を促すための取組。商品券

や電子ポイントなどの形式で導入される場合がある。

7.【 観 光 ＤＸ 】

観 光分 野に お いて デジ タル技術の活用を進めること。オンラ

インで観光情報を提供したり、宿泊やツアーの予約をスマート

フォンでできる仕組みなどを指す。「ＤＸ」は「デジタル・トラ
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ンスフォーメーション」の略。

8.【 ス マ ート 物 流】

物 流（ 物資 の 運搬 や配 送）にデジタル技術や効率化の仕組みを

導入すること。例えばＡＩやＩｏＴ（モノのインターネット）を

活用して、配送経路を最 適化したり、配送時間を短縮したりする

取組を指す。

9.【 Ｓ Ｎ Ｓ】

ＳＮ Ｓ（ ソー シ ャル ネッ トワーキングサービス）は、インター

ネット上で人々が情報や意見を共有し、交流を図るためのサービ

ス。代表例に Twitter、Instagram、Facebook な ど があ り、投 稿 や

フ ォロ ーを 通 じて 多様 なコミュニケーションが可能である。

10.【 デ ジ タル 回 覧板 】

従 来 、 紙 で 回 し て い た 地 域 の 情 報 を 、 デ ジ タ ル 化 し イ ン タ ー

ネットやスマートフォンアプリを通じて周知する仕組み。誰でも

手軽に共有・確認ができる。

11.【 キ ャ ッシ ュ レス 決済 】

現 金を 使わ ず、スマートフォンやカードを利用して支払いを行

う仕組み。

12.【 デ ジ タル コ ンテ ンツ 】

イ ン タ ー ネ ッ ト や ス マ ー ト フ ォ ン で 利 用 で き る 情 報 や ツ ー ル

を指す。

13.【 地 域 アン バ サダ ー】

地 域の 魅力 を 広く 発信 したり、地域とのつながりを維持したり

する役割を担う人を「地域アンバサダー」として任命する制度。

ＳＮＳなどを通じて地域の情報を発信し、より多くの人に地域を

知ってもらう活動を行う。
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青梅市行財政改革推進委員会委員名簿

職 名 氏 名 選出区分

委 員 長 菊 池 一 夫 知 識 経 験 者

職務代理 川 合 純 〃

委 員 清 水 久 員 〃

〃 手 塚 幸 子 〃

〃 宇 津 木 順 一 各種団体の代表

〃 輪 千 邦 子 〃

〃 岩 浪 岳 史 経 営 者 の 代 表

〃 下 野 剛 労働組合の代表

〃 宿 谷 朋 香 公 募 委 員

〃 須 田 航 〃


